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１．はじめに
| 我が国における業務上疾病の中で、腰痛の占める割
合は、毎年５０％台の後半から６０％台の前半を占めて
おり、無視できない職業性疾病となっている。

| 大分県においては、業務上疾病発生件数が、毎年、
着実に減少している中で、腰痛は、逆に漸増傾向にあ
る。

| 今回、大分県内の腰痛発症頻度の高いと考えられる
業種について、腰痛予防の取り組み、平成６年に出さ
れた基発第５４７号の「職場における腰痛予防対策指
針」の遵守状況、労働衛生管理の現況について明らか
にすることを目的に調査を行った。
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２調査対象と方法
| ２－１ 調査対象

|調査票は、事業所票と個人票で構成されている。大分
県トラック協会に登録・加盟している５０７事業場に「事
業所票」を送付した。１２３事業所から期限内に返送され
た。有効回答数は、１２１枚（有効回答率２４，３％）で、
これらが解析対象として処理された。

| 個人票は、５０７事業場に１９５０部、大分県建設業協
会会員事業場に４５５部配布された。各事業場の従業
員数に応じて、無作為に五人以内の従業員を選んで個
人票に回答してもらった。有効回答数は、５７８枚（有効
回答率２４，０％）であった。

|
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２－２ 対象の平均年齢別の事業場数

性別
平均年齢別 階層 男 女

34歳未満 １３ １８

35－39歳 ２７ ２７

40－44歳 ４９ １２

45歳以上 ２８ ４５

不明 ４ ４

計 １２１ １０６
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２－３ 調査内容
|１）労働衛生管理の現況

|２）腰痛予防の一般的な取組み

|３）作業・作業環境等改善の実態

|４）腰痛予防の作業態様別対策

|５）腰痛予防対策指針の認知度

|６）産業保健推進センターへの要望

|７）腰痛の既往歴、現病歴、ＢＭＩ等

|８）腰痛発症の要因について他
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３．調査結果
| １） 調査事業場および従業員の業務内容

| ２） 指針の認知度

| ３） 労働衛生管理の取り組み状況

| ４）腰痛の既往歴の有無（個人調査票）

| ５）腰痛の有病率について（個人調査票）

| ６）腰痛の作業態様等要因について（個人調査票）

| ７）事業場で行っている作業環境管理

| ８） 当センターへの研修・教育及び助言指導の希望の
有無
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対象事業場の業態別
及び 従業員規模別の内訳

業態別

従業員規模

重量物取
扱い作業

腰部に負担
のかかる立
ち作業

腰部に負担
のかかる座
作業

長時間の車
両の運転作
業

事業場数

10人未満 ４（１１％） ０ １（１０％） １１（１４％） １９

10－49人 １９（５
３％）

６（５５％） ５（５０％） ５２（６４％） ７７

50－９9人 ５（１４％） ３（２７％） １（１０％） ７（９％） １２

100人以上 ５（１４％） ２（１８％） ２（２０％） ８（１０％） ９

不明 ３（８％） ０ １（１０％） ３（３％） ４

計 ３６
（１００％）

１１
（１００％）

１０
（１００％）

８１
（１００％）

１２１
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腰痛予防対策指針の
従業員規模別認知度 （事業所票）

認知度
従業員規模

指針の認知

10人未満 １２ （６３％）

10－49人 ６１ （７９％）

50－99人 ５６ （５０％）

100人以上 ９ （１００％）
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労働衛生管理の取組(事業所票）
（ ）内は、％

各項
目

従業員規模

事業場の産
業保健スタッ
フの確保

定期健診 健診後の事
後措置

産業医の職
場巡視

10人未満 ３ （１５，８） １７ （８９，５） １３ （６８，７） ０

10－49人未
満

２２ （２８，６） ７６ （９８，７） ５８ （７１，３） １０ （１３，０）

50－99人 ９ （７５） １２ （１００） １０ （８３，３） ３ （２５，０）

100人以上 ８ （８８，９） ９ （１００） ６ （６６，７） ７ （７７，８）
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腰痛の既往歴・有病率 （個人票）
過去に腰痛あり 現在腰痛あり

年齢階層 人数 対各年齢 人数 対各年齢

～２９歳 １６ ３０．８ ％ １７ ３２，７ ％

３０～３９ ７９ ５０，０ ％ ６１ ３８，６ ％

４０～４９ １０５ ６２，５ ％ ８２ ４８，８ ％

５０～５９ ９８ ６０，９ ％ ７１ ４４，１ ％

６０歳～ ２２ ６４，７ ％ １９ ３２，４ ％

計 ３２０ ５５，５ ２５０ ４３，３ ％
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職場で初めての腰痛を発症した要因
上位８位

順位 要因 件数 件数
率％

１ １．物の持ちあげ下げなどの作業 １３３ ７１，９

２ 中腰での作業 ８６ ４６，５

３ 運転作業 ４２ ２２，７

４ 不自然な姿勢の持続 ４２ ２２，７

５ かがんだ作業 ４１ ２２，２

６ 腰をひねる作業 ３０ １６，２

７ 立ち作業 ２０ １０，８

８ 寒冷な場所の作業 ８ ４，３
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腰痛を起こす要因として
考えられるものは？ 上位１２

順位 要因と考えられていること 「はい」の数 ％

１ 前かがみの姿勢 １３２ ２２，８

２ 重い荷物の運搬 １１６ ２０，１

３ 上方へ腕を伸ばす ９０ １５，０

４ 上下に大きく動かす ８６ １４，９

５ 休憩・疲れの回復不十分 ７５ １３，０

６ 取扱頻度が高い ７４ １２，８

７ 環境温度（寒暖差が大きい） ７０ １２，１

８ 腰をひねる ６６ １１，４

９ 荷物が嵩ばる ６６ １１，４

１０ 荷物が握りにくい・持ちにくい ６３ １０，９

１１ 姿勢の制限・拘束 ６３ １０，９

１２ 「押す」または「引く」作業 ５９ １０，２
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ＢＭＩと腰痛との関連性
腰痛の有病率

ＢＭＩ

以前腰痛の病歴あり
人数 （％）

現在腰痛あり
人数（％）

１９，７未満 ２９（５０，９） ２５（４３，９）

１９，８－２４，１ １４５（５４，１） １０９（４０，７）

２４，２－２６，３ ７６（５６，７） ５９（４４，０）

２６，４ ６６（６０，０） ５３（４８，２）

不明 ５（－） ４（－）

計 ３２１（５５，５） ２５０（４３，３）
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職場で行われている教育 又は
作業環境の管理

順
位

対策 事業場数
％

１ 十分な広さの休憩設備 ８３ ６９，０

２ 作業姿勢や行動の指導 ７３ ６０，０

３ 作業動線上における十分な空間 ６１ ５０，４

４ 作業場の照明など ４７ ３８，８

５ 室内作業での環境温度の調整 ４５ ３７，２

６ 作業の自動化・機械化 ４５ ３７，２

７ 労働衛生教育 ４３ ３６，０

８ 装置・作業台の設置による高さの確保・姿勢の制
御

３６ ２９，８

９ 作業時間・作業方法の標準化 ２１ １７，０
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大分産業保健推進センターの行う研修・労働
衛生教育及び助言指導への希望

| 重量物取扱作業があると回答した３６事業場のうち、
大分産保センターの研修・労働衛生教育に参加希望事
業場は、１０事業場 ２７，８％であった。

| 長距離運転を含めて重量物取扱をしている２７事業場
のうち９事業場 ３３，３％であった。

| また、作業場の設備・環境改善および作業方法などの
環境改善などを求める事業場は、重量物取扱をしてい
る２７事業場のうち４事業場 １４，８％であった。

| １２１すべての事業場においても、環境に関する助言
指導を求めたのは、１７事業場 １４，１％であった。
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４． まとめ
| 大分県内における腰痛発症関連事業場における腰痛予防対策の資料を得る
ために、腰痛予防に関する知識と予防対策の現況について、事業場と労働者
双方について、調査票を用いて郵送法による調査を行った。

| その結果、

| １）腰痛予防対策指針について、「知っている」「聞いたことがある」事業場は、７
５％であった。

| ２）労働衛生管理について、職場巡視は、４９人未満の職場においても１３％（１
０事業場）で行っていた。

| ３）定期健康診断は、１０人未満の事業場で８９，５％、１０－４９人で、９８，７％、
５０－９９人では、１００％、１００人以上、１００％であった。

| ４）腰痛の保有率は、全体では、２５０人、４３，３％であった。年齢が上がるにつ
れ、保有率は、高かった。

| ５）職場で初めて腰痛を発症した要因として、重量物の上げ下ろしや中腰での
作業、運転、不自然な姿勢の持続などであった。

| ６）その他腰痛発症要因は、種々あるが、肥満や勤続年数なども関与している。

| ７）事業場の当産業保健推進センターに対する研修や助言指導の要望は、作
業内容によって若干異なるが、２８－３３％であった。

| さらに、調査結果を更に詳細に分析すると共に、得られた結果を現場に還元
することが求められている。
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